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は じ め に

国会が内閣の責任を問う方法として，憲法上想定されたのは，衆議院に

よる内閣総理大臣の不信任決議案の可決である（憲法第66条第 3 項）。他

方，憲法条文にはない，内閣総理大臣や国務大臣の責任を問うたり，警

告・戒告したりする決議案（以下，「問責決議案」という）がある。

議院決議権とは，「議院が単独議決により国政上の意思をおこなう権

能｣1) であるが，そもそも，衆議院の不信任・信任決議案除き，憲法上明

文の根拠規定がない。ただし，国会法は「常任委員会は，その部門に属す

る議案（決議案を含む。），請願等を審査する。」（第41条）と定め，本会議

の議案として取り扱われる。決議は，議院の当然の機能として認められて

いる。

決議の内容は，○1 内閣に対する不信任，○2 特別委員会の設置，○3 国

交または領土に関する意思表明，○4 感謝，表彰，祝賀，慰問，弔詞その
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他国政に関する諸般の事項の 4つに分類できる2)。直接の法的効果はとも

なわない。学説では，決議は各議院の一定の意思の決定と表明とされてい

る3)が，議院の明確な意思を伝えるという意味において，政治的な効果が

期待されている4)。議院の意思として，内閣の責任を問う決議が可決され

れば，内閣の政治責任は大きいことになる。

実際には，問責決議は，もっぱら参議院において憲法慣習として形成さ

れてきた5)。他方，憲法学界は，従来の問責決議権否定論と矛盾すること

のないように，これを，参議院の一般的な決議権の一内容であると説明し

てきた。決議権の行使であるから，法的効果は生じないし，参議院の意思

を示す以外には政治的な効果も生じないというのである。

ところが，参議院が少数与党になると可決される例が増え，問責決議に

内閣ないし大臣の政治責任を追及する性質を見出す理解が強まった。加え

て，問責決議案の可決後には，内閣が改造によって当該大臣を閣外に去ら

せて国民の支持を得ようとしたり，国政選挙で大幅に議席を失って総辞職

したりして，政治的に大きな効果が生じている。他方，問責決議を二院制

の議会の構造の中でどう位置づければよいのかについては，実務主導型で

展開しているのに対し，学説の展開は十分とはいえない。

そこで，本稿では，問責決議を検討することにより，内閣の国会に対す

る責任について考察し，新しい状況に対応したその憲法慣習としての位置

づけを検討したい。

1 参議院による内閣の責任の追及と問責決議

参議院本会議で採決された問責決議案は，2015年 3月末現在で46件であ

る。このうち，内閣総理大臣に対するものは18件（16人），国務大臣に対

するものは28件である。可決された決議は，内閣総理大臣が 4件，国務大

臣が 8 件である。貴族院においても問責決議が 1件，可決されている（問

責決議の概要は，後掲表 1∼ 3 を参照）。
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このように，参議院は，内閣に対する責任を追及する際に，「問責決議」

という決議案を可決することで，その院としての意思を表明してきた。

⑴ 貴族院における問責決議の考え方

1929年 2月22日に，貴族院において，田中義一内閣総理大臣に対する問

責決議が可決された6)。これは，水野錬太郎文部大臣の辞任のために天皇

の優諚を利用したことに対して，田中内閣総理大臣のとった措置は軽率不

謹慎なので，職責上欠けるところがあるのは遺憾であるという内容の決議

である。

貴族院における問責決議の憲法上の位置づけについて，美濃部達吉

は7)，「解散ノ制ナキ貴族院ガ内閣ニ対シ不信任ノ意ヲ表シ其退職ヲ促ス

ハ，国法上違法ニ非ズトスルモ，少クトモ政治上ハ不当ナリ｣8) と，貴族

院による問責決議は政治的に不当だという説であった。しかし，この問責

決議の可決という事態に対しては，「通常の政治事情に於いては，それが

疑を容れない原則であるにしても，若しそれを覆すに足るべきだけの特別

の理由ある場合であれば，必ずしも此の原則を墨守せねばならぬ理由は無

い｣9) と，政治上不当という状況ではなかったので是認した。

その後，美濃部は，大日本帝国憲法においては，「内閣不信任決議は衆

議院のみに属する権限と解すべき法律上の根拠は無かったので，理論上は

貴族院も其の決議をなし得べきものと解せられて居た｣10) としており，

美濃部の憲法論の中では，貴族院の問責決議は一般的には望ましくない

が，必要なときもあると考えられていたようである。なお，田中内閣は問

責決議の可決から 4か月後に総辞職した。

⑵ 内閣への反省を促した問責決議

日本国憲法の制定過程において，内閣への責任に関する議論は主に，○1

帝国議会とともに天皇に国務大臣の問責権を付与することと，○2 責任は

単独責任か連帯責任か，○3 内閣の不信任案を提出するのは衆議院か，国

立命館法学 2015 年 1号（359号)

54 ( )54



民にも直接認めるか，の 3 点であった11)。第一の点は，近衛文麿案や

佐々木惣一案に盛り込まれたが，象徴天皇制への議論の推移とともに立ち

消えとなった。第二の，大日本帝国憲法上の「単独」責任から「連帯」し

て責任を負うことへの転換12)は，後者が議院内閣制の特質であり，民主

政を実現するための憲法の主な改正点として強調された。

GHQ草案において，国会のあり方が一院制を二院制に改められた際に，

日本政府は，国会の内閣に対する責任の追及については，衆議院の優越性

を念頭においていた。第二次大戦後の初期の学説は，問責決議について否

定的であった。美濃部は，日本国憲法の制定後は，内閣に反省を促したり

非難したりする決議は衆参両院で行うことができるが，参議院には不信任

の意思表示をする権能はない13)として，問責決議は新たに否定されたと

説明した。不信任決議を行う権限は第一院にのみ属する権能であり14)，

参議院の問責決議権を否定したのである。こうした参議院の内閣総理大臣

の指名に参加しても罷免については参加しないという，内閣の形成と解消

に関わる程度のギャップを問題視する議論はなかった。参議院が問責決議

を行う権限を主張するものもなかった。

実際に参議院に提出されたこの時期の問責決議案は，内閣や国務大臣に

反省をせまり，忠告，警告する趣旨のものが多く，これを受けて，他の学

説も美濃部と同旨であり，衆議院の不信任決議と対比させて，参議院の問

責決議は一般的な決議権の行使に過ぎないと説明した。

1947年の憲法施行から1970年までの間は，内閣総理大臣の問責決議案の

提出はわずかに 1件であり，それも戒告の決議案であって，内閣総理大臣

の辞任を求める問責決議が憲法慣習として成立していたとはいえない。国

務大臣に対する問責決議案は 3件である。なお，1954年に「政府は過ちを

改め速やかに善後の措置をとるべきである｣15) という，内閣に対する責

任を問うた警告決議案が可決された。これも問責決議の一つといえよう。

なお，可決直後に政府（緒方竹虎副総理）が発言を求め，「謹しんで承わ

ります」との所信が表明された。
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⑶ 問責決議による内閣の責任追及の開始

状況が大きく変化したのは1970年代の前半期である。この時期に内閣総

理大臣ないし国務大臣の責任を追及する問責決議という慣習が始まったと

いえるだろう。ロッキード事件等を契機に，国会による内閣の責任追及が

強調されるようになり，参議院の問責決議案においても，追及される政治

責任の内容が，単なる反省の要求ではなく，総辞職の要求になった。すな

わち，内閣総理大臣に対する問責決議案は，内閣は一体であることから，

内閣総理大臣を個別にではなく，内閣そのものの不信任を意味するように

なった16)。1970年から1998年 6月までに，内閣総理大臣に対しては 8 件，

国務大臣に対しては 9 件の問責決議案が提出された。

また，この時期には，汚職事件につき，警察・検察の捜査が進行し，刑

事責任が問われることが多かった。それと並行して，国政調査権を行使し

て内閣の責任を政治的に追及してよいかが議論を呼び，多くの学説が，並

行調査合憲論を唱えた。これは主として衆議院における内閣不信任決議あ

るいは国政調査を想定した議論であったので，参議院における問責決議に

関する学説が発展することは不十分だった。そのため，問責決議に関して

も，従来の一般的決議権説が踏襲された。

1989年の参議院選挙によって与野党が逆転したり，1993年に自民党が政

権から離れて非自民連立政権が誕生したりしたが，問責決議の趨勢につい

ては，実務上も学説上もそれほど大きな変化は生じなかった。

⑷ 問責決議の可決とその後の大臣辞任

問責決議に関する憲法慣習が変化したのは，1998年 7 月の参議院通常選

挙後である。1998年 7 月から2007年 6月までに内閣総理大臣に対しては 5

件（ 4人），国務大臣に対しては10件の問責決議案が提出された。そのう

ち，防衛庁不祥事に関連する額賀福志郎防衛庁長官の問責決議案は，第

143回国会の会期の最終日に可決された。

1998年以降にほぼ毎年問責決議案が本会議に提案されるという新しい状
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況が生じたが，それでもなお，当時の学説の関心を十分に引いたとはいえ

ない。しかし，参議院では少数与党となった2007年期以降，高見勝利は，

額賀長官に対する問責決議の可決を振りかえり，衆参両院の「『ねじれ』

状態が継続し，国政が安定を欠く場合，従来，さほど注目されることのな

かった『問責決議』が，政治的威力を発揮しうることが明らかになっ

た｣17) と指摘した。また，国務大臣への問責決議の性質については，国

務大臣の任免権は内閣総理大臣にあり，額賀長官の管理責任，道義的責

任，結果責任を追及したものであり，出処進退を明らかにしてみずからけ

じめをつけることとする趣旨の問責であったため，法的な意味はなく，政

治的意味しか有しないが，内閣総理大臣への問責決議の政治的効果は比べ

ものにならないとも指摘18)した。2007年期になって，改めて学界におい

ても，問責決議を振り返り，その意味が問い直されたといえよう。

⑸ 参議院少数与党期における政治的効果の発見

こうした問責決議の可決による政治責任の重さが明らかとなったのが，

2007年期および2010年期の参議院少数与党期である。2008年 6月11日に，

参議院では憲政史上初めて，内閣総理大臣への問責決議案が可決された。

福田康夫内閣総理大臣は，同日の記者会見で衆議院解散は考えていない，

与えられた条件で最善を尽くす旨を述べた。翌12日に与党は，衆議院に内

閣信任決議案を提出し，可決された（野党の民主党，社民党，国民新党は

欠席）。しかし，福田内閣はその 3か月後の同年 9月に総辞職した。また，

2009年 7 月14日に麻生太郎内閣総理大臣の問責決議案は可決された。その

2か月後の 8 月末に行われた衆議院の任期満了による総選挙により，自民

党は議席を大幅に失い，与野党が逆転して，麻生内閣は総辞職した。

2009年 9 月以降の民主党を中心とした連立内閣では，問責決議の多発期

といえよう。菅直人内閣発足後から野田佳彦内閣が総辞職するまでの約 2

年間に，内閣総理大臣に対して 1件，国務大臣に対して 6件の問責決議案

が可決された。2012年 8月29日に野田佳彦内閣総理大臣の問責決議案が可
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決された。同年12月の衆議院総選挙で民主党は議席を大幅に失い，与野党

が逆転して，野田内閣は総辞職した。

2013年 6月26日に安倍晋三内閣総理大臣への問責決議案が可決された。

ただし，同年 7月に行われた参議院通常選挙において，与党は過半数の議

席を獲得した。その結果，参議院の少数与党は解消されて，衆参両院で与

党が多数派となり，安倍内閣は継続した。

このように，参議院が内閣の責任を追及する際の手法の一つとして，問

責決議案を提出することが慣習化したといえよう。また，参議院の2007年

期と2010年期では，参議院の多数派と内閣との間の対立が生じた場合，両

院協議会等による衆参両院の意思を調整する試みは，十分な成果を得られ

なかった19)。衆議院での再可決ができなければ，内閣は法案を一つも成

立させることができない状況になって，政治が不安定になることが改めて

明らかとなった。これを解消するには，参議院において衆議院と同様の多

数派を形成するために内閣は連立政権を構成することが必要となる。参議

院で問責された内閣総理大臣は， 1例を除き，可決直後ではないが数か月

後に内閣を総辞職し，国務大臣は，例外なく，結果として辞任するかもし

くは内閣の改造によって交代することになった。こうして，問責決議は，

内閣不信任決議案と同義・同質のものになり20)，政治的効果がたいへん

大きいことが改めて顕在化した。

2 議院内閣制における内閣の法的責任と政治的責任

問題は，問責決議が可決されたときの政治責任の問われ方にある。日本

国憲法は，内閣が国会の信任の上に成立することを求めている。すなわ

ち，内閣総理大臣は国会の指名に基づいて選任され，内閣は行政権の行使

について国会に対して責任を負い，そのために，内閣総理大臣は国会に対

して施政を報告し，議案を国会に提出し，必要に応じて国会に出席して説

明するのである。このように，国会を基礎にした議院内閣制という憲法構
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造の中で，参議院は問責決議により，どのように内閣総理大臣の政治責任

を問うことができるのであろうか。

⑴ 問責決議によって追及する責任の内容の変化

内閣総理大臣に対する問責決議案の提案理由をみると，1970年代から80

年代は，ロッキード事件やリクルート事件等の具体的な政治スキャンダル

の発覚をきっかけにしている。これと対照的に，1990年代以降は，内閣総

理大臣としての適格性を問うたり，政治不信を招く等の失政の全面的な責

任を問うたりすることが多いことがわかる。

とくに，1998年以降は，内閣総理大臣の政治責任を追及して辞任を求め

る問責決議という制度が憲法慣習として成立しているように見える。決議

案の求める趣旨は，退陣要求がほとんどであるが，2001年の森喜朗内閣総

理大臣への 2回目の問責決議案および2008年の福田康夫内閣総理大臣への

問責決議案では，内閣総辞職か解散・総選挙かいずれかの選択を求めてい

る。

参議院は，内閣総理大臣の問責決議とともに，国務大臣の問責決議も

行ってきた。国務大臣に対して提出された問責決議案は，提案理由からは

その内容を 3点に整理できる。第一に政治スキャンダルの責任を問うも

の，第二に大臣の憲法観を中心に責任を問うもの，第三に失政や国会軽視

の責任を問うもの，である。決議案で求めたのは，大臣の反省，大臣の辞

任，内閣総理大臣による大臣の罷免が多い。

1998年の与野党逆転の後に，額賀福志郎防衛庁長官に対する問責決議が

可決し，その 1か月後に同長官が辞任したことによって，問責決議が実際

に責任追及の手段として有効であることが明確になった。これは，美濃部

による「責任」の定義21)によれば，「他の批判論難を受ける責任」から，

「結果負担の責任」に移行したことを意味する。しかし，政府は同長官の

辞任は問責決議の効果ではないし，そもそも問責決議は参議院の一般的な

意見表明の権限を駆使しているだけであり，責任追及の意味を持ち得ない
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ものであると説明した。それを支持する学説22)も有力であるし，参議院

が問責決議により，内閣と対立し，これを窮地に陥れるというようなこと

は，本来，憲法の予想しない事態ではあるとする学説23)もある。しかし，

繰り返しになるが，実際には，問責決議という憲法慣習は成立していて，

問責決議案の可決と大臣の辞任は深く結びついている。

こうした実務の先導により，問責決議の根拠は，一般的決議権ではな

く，むしろ憲法第66条第 3項の定める，内閣の国会に対する連帯責任に求

められるようになりつつある。只野雅人は，参議院少数与党期になる前の

2007年にいち早くこの考え方を提唱した24)。また，江田五月参議院議長

（当時）より，内閣総理大臣の指名にかかわることの裏返しとしての問責

決議の位置づけが表明された25)。

⑵ 内閣の国会に対する責任の取り方

内閣が負う責任の相手は，「国会説」と「各議院説」があり，各議院説

が多数26)である。ひろく内閣が衆参両院のコントロールの下におかれる

という意味27)である。国会が内閣の責任を問う方法として，各議院が質

問，国政調査，決議等の方法により責任を追及するなかでの，質問への回

答や協力といった責任の取り方もある。この意味で，日本国憲法は，参議

院も含めた国会に対する責任を規定するものと考えられている28)。

｢法的」な責任追及の手段が，衆議院の内閣不信任決議権である29)。議

院内閣制では例外的である不信任決議の可決に対応する責任が内閣の総辞

職である30)。ただし，内閣総理大臣は，内閣を総辞職せずに衆議院を解

散することもできる。それゆえ，内閣総理大臣の解散権が及ばない参議院

が責任を追及してなす国会決議（問責決議）には，法的効力はない31)，

という考え方が提唱されている。

しかし，憲法第66条第 3項は，衆議院ではなく「国会」の語を用いてい

る以上，「両議院」に対する「広義の政治責任」のみならず，参議院をも

含んだ「全体としての国会」に対する「狭義の政治責任」を考える余地
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は，本当にないのであろうか32)。責任を問う作用は，立法作用と異なり，

両議院の意思の一致をまって発動される機能ではない33)という指摘もあ

る。憲法に明文の規定がないことにより，参議院は内閣の責任を追及する

ことが許されないと解する34)のであろうか。それとも，参議院は，先述

の江田議長（当時）が述べたように，指名に関わった議院の責任として，

信任に値しなくなった内閣総理大臣に対しては，総辞職してより適切な内

閣と交代するように求める責務と呼ぶものがあるとはいえないだろうか。

日本国憲法の議院内閣制は，衆参両院を基礎とするいわゆる「国会内閣

制」であり，参議院は少数与党期に予算・決算・条約の否決等衆議院とは

異なる態度決定をして一定の役割を果たしている35)のではないだろうか。

そこに，内閣総理大臣の問責決議という不文の制度すなわち，憲法慣習が

生まれたといえよう。

⑶ 法的責任と政治責任の関係

他方，「国会」が決議により内閣の責任を追及しうる36)とはいえ，参議

院は憲法第69条によりその実効的手段を欠くことから，「内閣の参議院に

対する責任」は一般的・政治的意味におけるものとなる37)として，責任

の性質を区別する考え方がある。すなわち，内閣が国会に対して負ってい

る法的責任と政治責任の関係が議論となる。

宮澤俊義は，日本国憲法が，内閣は国会の意思によって進退するのでは

なく，衆議院の不信任決議に基づいて総辞職すべきことを定めていること

から，「たぶんに政治道徳的なものになつてしまい，法律的な意味は少く

なる｣38) として，内閣の責任を政治責任とみなしている。高柳信一は，

政治的責任は究極において総辞職によって果たせるとしつつ，憲法第69条

により法律的責任たる性質を帯びるに至っている39)と，内閣の責任は政

治責任でもあり法的責任でもあるとする。�田栄司は，憲法上の責任につ

いての詳細な研究において，法的責任を限定的に規定して，それ以外をい

わば控除説的に政治的責任ととらえ，内閣の対国会責任を政治責任と呼ん
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でみても必ずしも意味がないように思われる40)と指摘する。

すなわち，憲法第69条による衆議院の不信任決議の議決によって生じる

法的責任とはどういうものであろうか。憲法第69条にいう不信任の後の執

行は，内閣の判断に任せられていることになる。解散か総辞職かを選ぶの

は内閣の選択の問題である。

そもそも，「法的責任」を違法行為に対する責任や，なんらかの制裁を

ともなうものと理解すれば，日本国憲法上は明文でこれらを定めていない

ので，政治的な責任と理解されることになる。しかし，大日本帝国憲法に

おける内閣の責任は天皇に対するものであったのでこれを法的な責任とす

ると，政府が議会に対して負った責任は政治責任であったといえる。これ

に対して，日本国憲法は，内閣は国会に対して責任を負うことを明文化し

ているので，大日本帝国憲法の時代は政治責任にとどまったとするなら

ば，法的責任ともいえるのではないだろうか。ところが，これまでの憲法

学説では，内閣の責任は，法的責任ではなく，政治責任として説明されて

きた。それをフランス公法学の視点から検討を加えた三上佳佑は，政治責

任であれば辞職といった法的効果が生じないという，従来の議論につい

て，「政治責任原理に留まろう，という公法学者たちの精一杯の『良心』

の現れ｣41) で歯切れの悪い議論であると提起した。すなわち，日本国憲

法においては，衆議院の不信任決議には法的な責任追及の効果が生じ，参

議院の問責決議には政治的責任しか生じない，とする考え方には，法的責

任のほうが，政治責任よりも上位の責任であるという観念があるようにみ

える。

こうした従来の学説とは異なり，実際には，政治責任を追及する制度は

決して軽いものではない。法的責任は限定責任であるが，政治責任は無限

定の責任である。不信任決議そのものは，議会の有する決議権に基づく法

的行為であるが，その「問責が政治的理由に由り，引責が自律的であるか

ら，之を政治上の責任と云うに止る｣42) という大日本帝国憲法下におけ

る指摘は，日本国憲法においてもあてはまるだろう。すなわち，内閣総理
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大臣は，不信任されたときは，法的には総辞職すればいいのだが，政治的

には，単に職務を辞するという法的責任よりもはるかに重い責任を有して

いる43)。日本国憲法下の日本の政治では，こうした政治責任を軽視し，

無責任に終わる例があまりにも多いが，それが正しいわけではないといえ

よう。

3 参議院による不信任と国会による不信任

日本国憲法における議院内閣制は，衆参両院に基礎をおく「国会内閣

制」という日本国憲法の憲法構造が適切であるのか。それとも，衆議院の

優越性をさらに強調して，参議院の問責決議の権限を単なる一般的決議権

に過ぎないと軽視し，あるいはそういう権限は存在しないと否定する「国

民内閣制」という憲法構造なのであろうか。

問責決議は「再考が求められるべき｣44)，「国益を損なう｣45)，憲法に定

める国会のあり方を注意深く読み直すこともなく「戦闘の院」の姿勢を見

せる46)，議院内閣制ではなくなるので制度上も大きな問題がある47)，と

いった酷評もある。ただし，繰り返しになるが，参議院にはこうした院の

単独の内閣不信任の権限は認められていないといっても，すでに多くの決

議が可決されて，実際に内閣総理大臣や国務大臣が辞職するという憲法慣

習が実務上は成立している。すなわち，内閣に対する「結果負担の責任の

追及ルートが少なくとも 2本存在する｣48) といえよう。

⑴ 国会の不信任という意思における衆議院の優越とその限界

問責決議は政治責任を問うものであり，どのような政治責任を果たすの

かは，決議の中で決めることになる。参議院の問責決議は重大なものであ

るが，憲法上の規定はないのであるから，決議を議決するに際して，その

決議で具体的に内閣に求めることと，内閣がそれを実行しないときの措置

を，主文ないし提案説明で自らが明確にしたうえで議決しておく必要があ
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る。その際に，衆議院であれば解散して民意を問うよう要求することはで

きるが，参議院としては，総辞職すべしとはいえても，衆議院の解散を求

めることは行き過ぎであろう。内閣ないし内閣総理大臣の責任は，「議会

に対するというよりも，実際には，国民に対するものになってきてい

る｣49) との指摘もあるように，参議院も「全国民の代表」として，内閣

の責任を問う役割があると，自らを位置づけているのである。これは，日

本国憲法の条文を素直に解釈した「国会内閣制」論といえよう。国民内閣

制を提唱する立場からも，「日本国憲法における議院内閣制は『国会内閣

制』の様相をもつものではある｣50) との指摘がある。

これまでの憲法学説では，議院内閣制の本質について，議会の内閣に対

する信任および内閣の議会に対する政治責任とする「責任本質説」と，信

任に加えて議会と内閣の均衡をはかる解散権を重視する「均衡本質説」の

2つの考え方があるとされている。均衡本質説は，内閣の自由な解散権に

より，内閣が自らの政策を国民に問うことを可能にする，国民内閣制論と

親和的である。こうした国民内閣制論によれば，内閣に対する不信任およ

び信任の決議権が衆議院にのみ与えられた理由は，「憲法が二院制を採用

した根本的理由に基づくものであり，衆議院に参議院よりも頻繁な民意の

反映を求めたことによる｣51) とする考え方ができるだろう。

しかし，日本国憲法は，議院内閣制が基礎とする「信任・不信任」の関

係では，「内閣と衆議院の意思が一致することを予定するものの，内閣と

参議院の意思が一致することを予定していない｣52) のであり，「日本国憲

法の下で内閣と衆議院は融合している」が，「内閣に対する参議院の独立

性はかなり強い｣53) といえよう。すなわち，2007年期・2010年期の参議

院少数与党の実務によって，衆議院の優越との関係では，憲法第69条は衆

議院と内閣との信任関係および不信任決議可決後の後始末54)を規定した

ものであることが明らかとなった。これにより，衆参両院で多数派が一致

する場合を念頭においた国民内閣制論は無理があり55)，その基礎を失っ

たようにみえる。
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⑵ 問責決議をした参議院の責任

国会の信任を得て成立した内閣に対して，その後に，内閣から提出され

る議案について，衆議院と参議院の賛否の意思が食い違うようになること

がある。そうなった場合には，衆参両院は，両院協議会等により，両院の

意思の一致を基礎にした国会の意思の成立を求めて十分に協議することが

望まれる。そのうえでもなお不一致が改まらないときは，最終的に衆議院

の意思が優越して，国会の意思とされることが多い。ただし，憲法改正案

の発議や，そのほかのいくつかの議案に関しては，衆参両院が対等の立場

を与えられていて，両院の意思の合致がなければ国会の意思は形成できな

いとされ，衆議院の優越が認められていない。すなわち，日本国憲法で

は，衆参両院が同じ権能を持つことがありうる，と予定されている。

先述のとおり，内閣総理大臣は「国会」の指名によって定まり，内閣は

「国会」に対して責任を負い，国政について「国会」に報告し，法案や予

算，条約等を「国会」に提出して議決を求め，両議院の要求する国政調査

に応じ，決算の議決を受け，人事案件の議決を受けるのである。こうした

国会の権能の半ばを担う参議院に，責任追及に限ってその権限を認めない

というのは，どのように考えればよいのであろうか。

他方，衆議院は，内閣不信任決議について，解散という自らの進退をか

けて発意することになる。参議院は解散制度がないので，問責決議を発意

するときに，どのような責任を取ることになるのであろうか。従来の議論

は，解散されないから問責決議を行うべきではないという説明はされて

も，実際に，問責決議をした場合の参議院としての責任の取り方について

は議論が及んでいない。

これは，問責決議が内閣によって無視された場合の執行力にも関わる問

題である。決議で求めた内容を内閣が実行しないときに，議院にはそれを

強行する組織，人員，権限がない。国務大臣は「議院に出席する」権利を

憲法上与えられている（憲法第63条)56) ため，問責決議を行ったことを

根拠に，内閣総理大臣および国務大臣との接触を断ち切ったりすること
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は，憲法上許されない。こうした八方塞がり57)になることも想定しつつ，

参議院は問責決議案を提案することが求められよう。

⑶ 信任決議との関係

日本国憲法では，衆議院の信任決議案が可決された場合の法的効果につ

いては定められていない58)。日本国憲法の制定過程においては，GHQ 民

政局における議論のなかで，信任決議の制度があると，与野党が拮抗して

いるときに法案の瀬踏みができるという主張があり59)，憲法第69条に盛

り込まれた。すなわち，信任決議案は，内閣および衆議院が自ら提出でき

る。重大な局面で「内閣が提出することにより始めて意義をもつ｣60) と

もいえるだろう。

このように憲法上は，衆議院において信任決議案が可決された場合，な

んらかの法的効果が生じるわけではなく，その意味で，政治的な決議であ

る。しかし，参議院において内閣総理大臣の問責決議案が可決された後

に，憲法第69条に基づいて衆議院が信任決議案を可決するならば，これに

より国会の意思を統一する効果を生じる。そうなれば，参議院がさらに対

決の姿勢を続けることは「憲法の趣旨からみて不可能｣61) であり，自ら

の権威を失うことになるといえるだろう。

4 結 論――二院制の中での問責決議のあり方

衆議院は，内閣に対する責任を問う際に，不信任決議においては単独で

行動することができる。この条文の背後には，不文ではあるが，衆議院が

単独で内閣を不信任する権限を認めている憲法がある。他方，参議院に

は，内閣の不信任について単独で国会を代表する権限は認められていな

い。参議院は，問責決議によって内閣に対する自己の不信任の意思は明ら

かにできるとしても，それをもって国会全体を代表する意思を形成したこ

とにはならない。ただ，参議院は，衆議院と協議して，問責決議の内容が
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国会の意思になるように努めることもできよう。憲法にこれに関する規定

は存在しないので，参議院は，新しい憲法慣習を形成する心構えが必要で

あろう。

要するに，今日成立している憲法慣習をまとめてみれば，参議院には問

責決議を通じて内閣総理大臣の政治責任を追及する憲法慣習が成立してお

り，内閣総理大臣は真剣に参議院の意思に対応するべきであるが，具体的

な政治責任の果たし方やその時期と内容については，なお，内閣総理大臣

の自主的，自発的な判断に任せられているのである。ただし，これは参議

院は問責決議を行うべきではない62)，ということを意味するものではな

い。参議院は，内閣と衆議院が一体となって行う政権運営を一定の範囲で

抑制する機能をもつ。それが日本国憲法が二院制を採用する意義といえよ

う。問責決議による参議院単独の不信任の議決では，国会による不信任の

議決とはいえない。衆議院において，もし不信任決議が否決されたり，対

抗的な信任決議が可決されたりした場合は，内閣に対する信任か不信任か

という最重要問題について衆参両院の意見が分かれて国会の統一の意思が

形成できない事態であるから，内閣総理大臣の指名（国会法第86条）の手

続を参考にしつつ，両院協議会を開催して意見を調整する方法もあるだろ

う。意見がまとまらなければ，内閣総理大臣の指名の手続と同じレベルで

衆議院の優越を認めるべきことになるであろう。このような憲法慣習が形

成されれば，衆議院の優越という憲法上の制度を組み入れつつ，国会とし

ての意思の形成の調整ができるのではないだろうか。

また，こうした内閣の国会に対する責任のあり方の衆参両院のギャップ

の調整を図るため，参議院改革案が提唱されている。曽我部真裕は，現行

の強い参議院を置く憲法構造を無視することができないのは当然であると

して，参議院の選挙制度を改革して，衆参両院の役割と会派構成を異なる

ものにしたのちの改革可能性を示唆する63)。田村公伸は，衆議院におけ

る国務大臣に対する不信任決議，参議院における内閣総理大臣および国務

大臣に対する問責決議は，いずれも「政治的効果しかないとしても，議院
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の意思を内外に表明する議院の決議であり，事実上の効果は極めて大き

い｣64) ことを評価し，二院制を採用する国のうち，第二院の解散を認め

る国の例として，イタリア，スペイン，オランダ，オーストラリアを挙

げ65)，「議院内閣制と参議院の『抑制と均衡』を確保するための制度的試

みとして，参議院の『権限縮小』ではなく，『解散』を一つの視点｣66) と

する。憲法改正を視野に入れた提起であり，たいへん注目されるが，前述

のとおり，現行憲法上も工夫する余地はあろう。

お わ り に

本稿では，実務と学説の考え方がさまざまに入り乱れている内閣に対し

て責任を問う国会のあり方について，問責決議を取り上げてその論点の整

理を試みた。参議院の問責決議は内閣不信任という憲法上の権限ではない

が，内閣の責任を問う憲法慣習として位置づけられることを明らかにし

た。本検討により，日本国憲法制定過程において，二院制の制度設計だけ

でなく，議院内閣制の根幹的な規定が国会の章から内閣の章に移され

た67)ことが，内閣の責任を問う国会の役割の複雑さやわかりにくさを生

む一つの要因ではないだろうかとも思われた。参議院は議院内閣制の枠内

に収まらない存在68)なのか，それとも政府形成機能とは別の働きを求め

られている69)のかといった，議院内閣制そのものに関する検討もなお必

要であろう。紙幅の関係により，今後の検討課題としたい。
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〔表 1〕貴族院本会議における，内閣総理大臣に対する問責決議

年 月 日 対 象 者 採決の結果 効 果

1929年 2月22日 田中 義一 可決 同年 7月 2日に総辞職。

〔表 2〕参議院本会議における，内閣総理大臣に対する問責決議の一覧

(2015年 3 月31日現在)

年 月 日 対 象 者 採決の結果 効 果

1956年 3月 5日 鳩山 一郎 否決

1972年 6月16日 佐藤 栄作 否決

1974年 7月31日 田中 角栄 否決

1975年12月24日 三木 武夫 否決

1983年 5月25日 中曽根康弘 否決

1988年12月24日 竹下 登 否決

1992年 6月 7日 宮澤 喜一 否決

1995年 6月14日 村山 富市 否決

1998年 6月17日 橋本龍太郎 否決

1999年 8 月12日 小渕 恵三 否決

2000年 5月31日 森 喜朗 否決

2001年 3月14日 森 喜朗 否決

2002年 7月31日 小泉純一郎 否決

2007年 6月29日 安倍 晋三 否決
同日に衆議院にて内閣不信任決議案否決。同年
7月29日の参議院通常選挙で敗北。同年 8月27
日に内閣改造。同年 9月26日に総辞職。

2008年 6月11日 福田 康夫 可決 同年 6月12日に衆議院にて信任決議案可決。同
年 8月 2日に内閣改造。同年 9月24日に総辞職。

2009年 7 月14日 麻生 太郎 可決
同年 7月14日に衆議院にて内閣不信任決議案否
決。同年 8月30日の衆議院総選挙で敗北し， 9
月16日に総辞職。

2012年 8月29日 野田 佳彦 可決 同年10月 1日に内閣改造。12月16日の衆議院総
選挙で敗北し，同年12月26日に総辞職。

2013年 6月26日 安倍 晋三 可決
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〔表 3〕参議院本会議における，国務大臣に対する問責決議の一覧

(2015年 3 月31日現在)

年 月 日 対象者の役職 対 象 者 採決の結果 効 果

1954年 4月23日 内閣
なし（前法務大臣
の指揮権発動につ
いて）

可決
同日の本会議におい
て，緒方竹虎国務大臣
（副総理）が所信表明。

1956年 5月30日 農林大臣 河野 一郎 否決

1964年 6月20日 法務大臣 賀屋 興宣 否決

1971年10月28日 外務大臣 福田 赳夫 否決

1971年11月 9日 通商産業大臣 田中 角栄 否決

1973年 9月22日 防衛庁長官 山中 貞則 否決

1973年 9月24日 文部大臣 奥野 誠亮 否決

1974年 5月27日 文部大臣 奥野 誠亮 否決

1975年12月12日 大蔵大臣 大平 正芳 否決

1988年12月24日
自治大臣，国家
公安委員会委員
長

梶山 静六 否決

1988年12月24日 法務大臣 林田悠紀夫 否決

1994年 1月26日 農林水産大臣 畑 英次郎 否決

1998年10月16日 防衛庁長官 額賀福志郎 可決 同年11月20日に辞任。

1999年 8 月12日 法務大臣 陣内 孝雄 否決

2002年 4月 5日 農林水産大臣 武部 勤 否決

2003年 7月16日
国務大臣（金融
担当兼経済財政
政策担当）

竹中 平蔵 否決

2003年 7月24日 外務大臣 川口 順子 否決

2003年 7月24日 防衛庁長官 石破 茂 否決

2003年 7月25日 内閣官房長官 福田 康夫 否決

2004年 6月 5日 厚生労働大臣 坂口 力 否決

2006年12月15日 文部科学大臣 伊吹 文明 否決

2007年 6月29日 厚生労働大臣 柳澤 伯夫 否決

2010年11月26日 内閣官房長官 仙谷 由人 可決
2011年 1月14日に，菅
第 2次改造内閣の発足
にともない退任。

2010年11月27日 国土交通大臣 馬淵 澄夫 可決
2011年 1月14日に，菅
第 2次改造内閣の発足
にともない退任。

2011年12月 9日 防衛大臣 一川 保夫 可決
2012年 1月13日に，野
田改造内閣発足にとも
ない退任。
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2011年12月 9日

国家公安委員会
委員長，内閣府
特命担当大臣
（消費者及び食
品安全）

山岡 賢次 可決
2012年 1月13日に，野
田改造内閣の発足にと
もない退任。

2012年 4月20日 国土交通大臣 前田 武志 可決
2012年 6月 4日に，野
田第 2次改造内閣の発
足にともない退任。

2012年 4月20日 防衛大臣 田中 直紀 可決
2012年 6月 4日に，野
田第 2次改造内閣の発
足にともない退任。

2013年12月 6日
内閣府特命担当
大臣（消費者及
び食品安全）

森 まさこ 否決

2014年 6月20日 環境大臣 石原 伸晃 否決
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